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令和５年４月２５日 

北海道市町村職員退職手当組合 

組合長 

組合議会議長 

代表監査委員 

 

 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律

第６４号。以下「女性活躍推進法」という。）に基づく特定事業主行動

計画のフォローアップ（令和５年度）は、令和４年度フォローアップと

の数値比較や推進状況を加味して、令和５年度における「女性活躍推

進行動計画」のさらなる充実を図るものです。 

なお、次の項目については、特に改める点がありません。 

Ⅰ 計画期間 

Ⅱ 女性活躍推進に向けた体制の整備等 

Ⅴ 女性の職業生活における活躍の推進に関する関連法令等 

女性活躍推進行動計画フォローアップ 
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第３節 特定事業主行動計画 

 

第１９条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるも

の（以下「特定事業主」という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策

定指針に即して、特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下この条において同じ。）を定め

なければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 計画期間 

⑵ 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとす

る目標 

⑶ 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及び

その実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府

令で定めるところにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年

数の差異、勤務時間の状況、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他の

その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性

の職業生活における活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、そ

の結果を勘案して、これを定めなければならない。この場合において、前項第２号の

目標については、採用する職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異

の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他の数

値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これ

を職員に周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも１回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状

況を公表しなければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主

行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

 

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表 

 

第２０条 略 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第２１条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営

もうとする女性の職業選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生

活における活躍に関する次に掲げる情報を定期的に公表しなければならない。 

⑴ その任用し、又は任用しようとする女性に対する職業生活に関する機会の提供

に関する実績 

⑵ その任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関

する実績 

 

計画策定後に施行された女性活躍推進法の関係条文  
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女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画のフォローアップに際しては、 

各項目の前年度（令和３年度）と本年度（令和４年度）で比較しています。 

 

 

 

 

⑴ 組合事務局職員に占める女性職員の割合（基本指標） 

年 度 事務局職員数 うち女性職員数 女性職員割合 

令 和 ３ 年 度 ８ 人 ２ 人 ２５.０ ％ 

令 和 ４ 年 度 ９ 人 ３ 人 ３３.３ ％ 

  ※ 女性職員割合は、女性職員数を事務局職員数で除したものである。  

（小数点以下第２位を四捨五入）  

 

⑵ 議会事務職員に占める女性職員の割合（基本指標） 

年 度 議会事務職員数 うち女性職員数 女性職員割合 

令 和 ３ 年 度 ６ 人 １ 人 １６.７ ％ 

令 和 ４ 年 度 ６ 人 １ 人 １６.７ ％ 

  ※ 議会事務職員は、書記長及び書記発令を受けた事務局職員である。  

※ 女性職員割合は、女性職員数を事務局職員数で除したものである。  

（小数点以下第２位を四捨五入）  

 

⑶ 監査委員事務職員に占める女性職員の割合（基本指標） 

年 度 監査委員事務職員数 うち女性職員数 女性職員割合 

令 和 ３ 年 度 ６ 人 １ 人 １６.７ ％ 

令 和 ４ 年 度 ６ 人 １ 人 １６.７ ％ 

  ※ 監査委員事務職員は、書記発令を受けた事務局職員である。  

※ 女性職員割合は、女性職員数を事務局職員数で除したものである。  

（小数点以下第２位を四捨五入）  

 

 

 

 

 

 

 

１  把握した項目及び状況  

Ⅲ 女性活躍推進に向けた取組み  
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⑷ 採用した職員に占める女性職員の割合（項目①） 

年 度 採用者数 うち女性 採用割合 

令和  ２  年度 １ 人 ０ 人 ０ ％ 

令和  ３  年度 １ 人 ０ 人 ０ ％ 

令和  ４  年度 １ 人 １ 人 １００ ％ 

  ※ 採用割合は、女性の人数を採用者数で除したものである。  

（小数点以下第２位を四捨五入） 

 

  （参考）受験申込者に占める女性の割合 
 

年 度 受験申込者数 うち女性 申込割合 

令和  ２  年度 １６ 人 ２ 人 １２.５ ％ 

令和  ３  年度 １７ 人 １ 人 ５.９ ％ 

令和  ４  年度 ２７ 人 ４ 人 １４.８ ％ 

  ※ 申込割合は、女性の人数を受験申込者数で除したものである。 

（小数点以下第２位を四捨五入）  

 

⑸ 平均した継続勤務年数の男女の差異（項目②） 

【令和３年度】 

区 分 女 性 男 性 比 較 

職  員  数 ２ 人 ６ 人 △４ 人 

継続勤務年数 ２３ 年 ６ 年 １０ 年 

 

【令和４年度】 

区 分 女 性 男 性 比 較 

職  員  数 ３ 人 ６ 人 △３ 人 

継続勤務年数 １７ 年 ７ 年 １０ 年 

  ※ 継続勤務年数は、総年数を職員数で除したものである。  

（年未満月数五捨六入） 
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⑹ 職員１人当たりの超過勤務の状況（項目③） 

【令和３年度】 

区 分 総超過勤務時間数 １人当たりの時間数 

    ４月 ２４９ 時間 ４９．８ 時間 

    ５月 ５８ 時間 １１．６ 時間 

    ６月 １０４ 時間 ２０．８ 時間 

    ７月 １０１ 時間 ２０．２ 時間 

    ８月 ６４ 時間 １２．８ 時間 

    ９月 ９０ 時間 １８．０ 時間 

   １０月 １３０ 時間 ２６．０ 時間 

   １１月 ６５ 時間 １３．０ 時間 

   １２月 ３６ 時間 ７．２ 時間 

    １月 ４１ 時間 ８．２ 時間 

    ２月 ３６ 時間 ７．２ 時間 

    ３月 ２３１時間 ４６．２ 時間 

令和３年度 １，２０５ 時間 ２４１．０ 時間 

  ※ 職員１人当たりの時間数は、職員数５人で除したものである。 

（小数点以下第２位を四捨五入）  

 

【令和４年度】 

区 分 総超過勤務時間数 １人当たりの時間数 

    ４月 ４７３ 時間 ９４．６ 時間 

    ５月 １４９ 時間 ２８．８ 時間 

    ６月 ２３８ 時間 ４７．６ 時間 

    ７月 １０７ 時間 ２１．４ 時間 

    ８月 ７４ 時間 １４．８ 時間 

    ９月 ４９ 時間 ９．８ 時間 

   １０月 ５０ 時間 １０．０ 時間 

   １１月 ９８ 時間 １９．６ 時間 

   １２月 ５６ 時間 １１．２ 時間 

    １月 １１０ 時間 ２２．０ 時間 

    ２月 ６３ 時間 １０．５ 時間 

    ３月 ２２６ 時間 ３３．７ 時間 

令和４年度 １，６９３ 時間 ２８２．２ 時間 

  ※ 職員１人当たりの時間数は、職員数６人で除したものである。 

（小数点以下第２位を四捨五入）  
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⑺ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合１（項目④） 

年 度 全 体 うち女性 割 合 

令 和 ３ 年 度 ３ 人 １ 人 ３３.３ ％ 

令 和 ４ 年 度 ３ 人 １ 人 ３３.３ ％ 

  ※課長補佐以上の職員である。（小数点以下第２位を四捨五入）  

 

⑻ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合２ 

年 度 全 体 うち女性 割 合 

令 和 ３ 年 度 １ 人 ０ 人 ０.０ ％ 

令 和 ４ 年 度 １ 人 ０ 人 ０.０ ％ 

  ※ 議会事務職員のうち書記長発令の職員である。（小数点以下第２位を四捨五入）  

 

⑼ 各職段階にある職員に占める女性職員の割合（項目⑤） 

【令 和 ３ 年 度】 

補 職 人 数 うち女性 割 合 

主 事 ２ 人 １ 人 ５０．０ ％ 

主 任 ２ 人 ０ 人 － ％ 

係 長  １ 人 ０ 人 － ％ 

課 長 補 佐 ０ 人 ０ 人 － ％ 

課 長  １ 人 ０ 人 － ％ 

事務局次長 １ 人 １ 人 １００.０ ％ 

事 務 局 長 １ 人 ０ 人 － ％ 

【令 和 ４ 年 度】 

補 職 人 数 うち女性 割 合 

主 事 ３ 人 ２ 人 ６６．７ ％ 

主 任 ２ 人 ０ 人 － ％ 

係 長  １ 人 ０ 人 － ％ 

課 長 補 佐 ０ 人 ０ 人 － ％ 

課 長  １ 人 ０ 人 － ％ 

事務局次長 １ 人 １ 人 １００.０ ％ 

事 務 局 長 １ 人 ０ 人 － ％ 

※ 割合は、女性の人数を全体の人数で除したものである。（小数点以下第２位を四捨五入） 
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 ⑽ 男性職員と女性職員との給与の差異（項目⑥） 

年 度 区  分 人 数 給与の比較 

令和３年度 
全女性職員数 ３ 人  ８０.５ ％ 

会計年度任用職員以外の女性職員数 ２ 人 １００.４ ％ 

令和４年度 
全女性職員数 ４ 人  ６６.９ ％ 

会計年度任用職員以外の女性職員数 ３ 人  ７５.２ ％ 

※ 各年度の平均給与額（児童手当を除く。）を用い、男性職員の給与額を１００％として 

算出したものである。（小数点第２位を四捨五入） 

 

⑾ 男女別の育児休業取得率及び取得日数（項目⑦） 

年 度 対象人数 取得人数 取得率 取得日数 

令 和 ３ 年 度 
男性 ０ 人 ０ 人 － ％ － 日 

女性 ０ 人 ０ 人 － ％ － 日 

令 和 ４ 年 度 
男性 １ 人 ０ 人 － ％ － 日 

女性 ０ 人 ０ 人 － ％ － 日 

  ※ 取得日数は、総取得日数を取得人数で除したものである。  

（小数点以下第２位を四捨五入）  

 

⑿ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び 

取得日数（項目⑧） 
 

年 度 対象人数 取得人数 取得率 取得日数 

令 和 ３ 年 度 ０ 人 ０ 人 － ％ － 日 

令 和 ４ 年 度 １ 人 １ 人 １００.０ ％ ２ 日 

  ※ 取得日数は、総取得日数を取得人数で除したものである。  

（小数点以下第２位を四捨五入）  

 

⒀ 休暇付与日数における休暇取得率及び平均取得日数（基本指標） 

年 分 付与日数 取得日数 取 得 率 平均日数 

令 和 ３ 年 分 ３２０ 日 ８７ 日 ２７.１ ％ １０.８ 日 

令 和 ４ 年 分 ３２３ 日 ９３ 日 ２８.８ ％ １０.３ 日 

  ※ 平均日数は、取得日数を⑴の事務局職員数で除したものである。 

（小数点以下第２位を四捨五入）  
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  把握した項目及び状況の比較から見えてくる結果を検証し、今後の対応、改善

すべき事情及び目標等を明らかにして、女性職員の活躍を推進するために必要

と思われる取組みを進めます。 

 

 ⑴ 実施した取組み 

 

  ・ 人事における複合業務配置 

  ・ 外部研修の受講 

  ・ 定期的なミーティングの実施 

  ・ 超過勤務縮減に向けた啓発 

  ・ 休暇取得の向上に向けた啓蒙 

  ・ 人事評価制度を利用したコミュニケーションの実践 

 

⑵ 実施した取組みに対する検証 

 

令和４年度職員１人当たりの年間平均超過勤務の状況（項目③）は、組合業

務（退職手当の給付）の特殊性から、例年のとおり年度始め（４月）及び年度

末（３月）が繁忙期となりますが、令和２年度から導入された会計年度任用職

員の再度の任用処理や地方公務員の定年引上げの制度整備等により、職員を 

１名採用したものの、時間外勤務が８０時間を超える状況となった職員が５名

となりました。 

職員の健康管理上超過勤務の改善に向けて、給付業務の進め方を検証し、 

繁忙期においては分業制を用いて長時間勤務の抑制に取組んでいますが、更な

る効率の向上を図ります。 

職員自身が健康管理に留意するとともに、部下や同僚の些細な変化を察知 

するように努め、健康障害の防止、健康の保持増進のために行動し、毎年度に

おいて全職員が健康診断を受診するよう促し健康管理対策を推進します。 

 

 ⑶ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合への取組み 

 

 女性職員の管理的地位への登用（項目④）は管理職全体の３割を占めて  

います。 

 

⑷ ワーク･ライフ･バランスや性差に適した支援の取組み 

 

 長時間勤務の改善や休暇取得などは、働きやすい職場環境の醸成、家庭と 

仕事の均衡、心身のリフレッシュなどワーク･ライフ･バランスの推進には  

欠かせないものであることは計画当初から唱えている基本であります。 

２  女性活躍推進に必要と思われる取組み  
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休暇取得率の向上をめざすとともに、連続休暇の促進など組織で取組む項目

とそれぞれの職員のライフスタイルに即した進め方を相互に連動しながら 

バランスのとれた推進を図っていく必要があります。 

 

 出産や子育てといったライフイベントを迎えたとき、まず育児と仕事を両立

できる仕組みがあるかどうか、女性職員にとって離転職を判断するポイントと

なります。能力を活用してもらうためにも希望に応える仕組みづくりが必要 

です。 

 また、女性特有の不調に配慮した環境づくりも基本対策の一つです。健康は

女性が活躍するうえでの基盤であり、男女が互いの性差に応じた健康について 

理解を深めつつ、女性の健康を支援することが必要です。 
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平成２８年３月に策定した「女性活躍推進行動計画」のなかで、組織（職場）で

女性職員が活躍できる機会の確保と若い年代からの各分野の習得など、実務経験

を通じたキャリア形成をめざし、人事管理や職員配置、関係機関主催の研修及び 

職場内研修などを男女問わず実施してきたところです。 

 

これらが実を結び能力・意欲・実績に基づく各段階での課題解決に効果を現す 

ためには、なお一層の努力と時間を有することは言うまでもありません。 

 

小規模組織による男女間や年齢構成バランスの難しさを認識しつつ、女性職員

に限定することなく各種取組みを進めるとともに、組合の内外を問わず会議や 

研修において発言の機会などを与えるなど人材の育成や支援を継続していくこと

が重要です。 

 

 職員の意識改革については、職員一人ひとりが、自らに課せられている課題を 

把握し、組織内の連携と信頼関係のもとに、一般・中間職、管理職それぞれが職責

に見合った責任を持って職務を行うという姿勢を定着させ、自立した職員を目指

すよう促します。 

 

 職員の仕事と生活との調和が保てるよう、働き方について効率的な業務運営や

ワークライフバランスに資する取組みを人事評価に反映するなど、職員全員が時

間外勤務の縮減、休暇の取得促進に取組むことで業務改善を行うことと、職員の健

康を害することがないよう、健康管理対策を推進し、明るく活力のある職場の維持

に努めます。 

 

この計画を組合として推進するため、事務局長をはじめ、各課各所属が連携し、

女性職員を含めた職員の活躍を推進するとともに、フォローアップを継続し、実効

性のある取組みの実施に努めます。 

 

全職員に毎年のフォローアップを配付するほか、毎年度の実施状況や項目ごと

の比較・検討を通じた点検を実施し、必要に応じて取組みの見直しなどを行ってい

きます。 

また、この計画の実施状況及び対象となる項目の数値等については、毎年公表し

ます。 

Ⅳ 女性活躍推進に向けた取組みを達成するための推進  


